東かがわ市議会だより原稿用紙

企業等誘致への取り組み
市有遊休地や民間所有の土地を
田中貞男
問　起業等の支援策を充実するために、工業団地の整備をしていく必要と令和元年に質問を行なった。それに対して「現在の工業団地も完売に１０年以上要し大きな予算も必要。法規制への対応など、できる限り速やかに工場適地の要請に応えるよう準備したい」と答弁であった。その後、調査や準備についてどのような進捗状況になっているのか。起業や企業誘致をすることについて、「新過疎法」など、有利な制度を活用し、将来を見据えて進めていく必要がある。
答　調査委託費は当初予算で計上し、案件に答えるよう対応している。工業団地は整備と完売まで時間が必要で先行して整備するより、年間数件ある工場適地の照会に即時に対応するため、市有遊休地や民間所有の土地をできる限り速やかに紹介することを引き続き行なう。
新たな過疎計画の策定を予定し、市の産業振興施策に資する措置として、新たな産業振興促進事項を記載する必要があり、この計画の改正に併せて資本投下や雇用拡大に対する補助制度等の優遇制度全般について見直し、企業誘致を進める。
問　投資してまで工業団地は必要ないのか。
答　工業団地ができるまでの期間や管理費・コストをどう捉えるか、また、現在でもなかなか人が集まらないとの話がある中でどのように捉えて対応するか考えていきたい。
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